
























2) 経済企画庁編『生活大国 5か年計画 地球社会との共存をめざして ~ (大蔵省印刷局，
1992年) 1頁。




























3) 前掲， w京都市いきいき定住21 プラン~ 1頁。
4) 11.、きいき定住21プランの骨子イメージについてJ(第 3回ワーク会議 1994年 2月18日)
レジュメ 2頁。
5) ここでは，大本圭野の整理を参考にした。大本圭野「日本の住宅政策史」同 n証言]日
本の住宅政策~ (日本評論社， 1991年)所収。この文献に対する，わたしの評価は拙稿 IC書































平成 8 年版労働問題研究委員会報告一一~ (1996年 1月12日)17-18頁。
7) 国及び都道府県の援助については，公営住宅法第四条，政令の根拠となる条文は同法第十
七条にある。なお，政令である公営住宅法施行令には第五条に収入の基準が示されている。




























483 625 753 
380 483 588 
311 385 475 





























































の視点に画期性J~住宅金融月報~ No.525 (1995年10月)所収， 10頁，参照。また，最終答
申については「公的住宅政策体系の再編を中心にJ(岸本幸臣稿)日本住宅会議編r1996年
































No.7 (1 977年 3 月)所収，のちに同『生活保障論~ (ドメス出版， 1979年)第 5章に再録。
また，山崎清「高齢者世帯の住生活」社会保障研究所編『住宅政策と社会保障~ (東大出版
会， 1990年)所収，も参考になる。わが国の住宅政策の歴史的展開については，原田純孝「戦





















計で 49 50 51 52 53 54 55 
160 821 860 264 634 153 
市営住宅
( 5 ) ( 5 ) (1) 596 I (1) 
( 2) 264 
( 8 ) ( 8 ) 





( 6 ) 
合計 216 784 965 1， 210 614 984 427 
56 57 59 60 61 63 合計
219 328 387 235 196 
4，257 













































16巻伏見区~ (平凡社， 1991年)所収， 472頁。また， w京都市公営住宅のあゆみ』による
と，京都市では向島と並んで大規模なニュータウンである洛西ニュータウンの建設について
「本市では，宅地供給の切り札としての洛西・向島両ニュータウンの建設が比較的遅く，ノ



























60.10.1 1，375世帯 4，658人 2，245人 2，413人
2.10.1 2，248 6，989 3，358 3，631 
増加率 66.1% 50.0% 49.6% 50.5% 
年齢 5歳 階級別人口
項目 総数 構成比 男 女
総数 6，989人 100.0% 3，358人 3，631人
0---4歳 695 9.9 369 326 
5---9歳 768 11.0 381 387 
10---14歳 559 8.0 299 260 
15---19歳 617 8.8 330 287 
20---24歳 512 7.3 245 267 
25---29歳 665 9.5 293 372 
30---34歳 655 9.4 334 321 
35---39歳 543 7.8 260 283 
40---4歳 545 7.8 241 304 
45---49歳 367 5.3 161 206 
50---54歳 311 4.4 122 189 
5---59歳 214 3. 1 100 114 
60---64歳 173 2.5 83 90 
65---69歳 121 1.7 47 74 
70---74歳 95 1.4 39 56 
75---79歳 60 0.9 21 39 
80---84歳 23 0.3 8 15 
85歳以上 1 0.2 5 6 
15歳未満 2，022 28.9 L 049 973 
15---64歳 4，602 65.8 2， 169 2，433 
65歳以上 310 4.4 120 190 
住 宅
住居の種類別世帯数・人員
項 目 世帯数 世帯人員
1世帯当たり
人員 室数 床面積
一般世帯 2，265世帯 6，934人 3.06人 一室 一nf
住宅に住む一般世帯 2，265 6，934 3.06 3.73 56.6 
持ち家 88 318 3.61 5.09 86.5 
公営・公団等の借家 2，174 6，608 3.04 3.68 55.3 
民営借家 2 6 3.00 4.50 98.0 
給与借家







































20) この点については，さしあたり大都市統計協議会編『大都市比較統計年表 平成 5 年~ (1995 




































京都市における公営住宅の役割 藤井 透 315 
表3 京都市の人口構成
項目 世 帯 数
人 口
総数 男 女
60.10.1 534，821世帯 1， 479， 218人 721，281人 757，937人
2. 10. 1 552，325 1， 461， 103 708，601 752，502 
増加率 3.3% -1.2% -1.8% -0.7% 
年齢 5歳階級別人口
項 目 総数 構成比 男 女
総数 1， 461， 103人 100.0% 708，601人 752，502人|
O~ 4歳 68，966 4.7 35，377 33，589 
5~ 9歳 75，592 5.2 38，881 36，711 
10~14歳 86，905 5.9 44，517 42，388 
15~19歳 127，040 8.7 64，845 62，195 
20~24歳 147，963 10. 1 79，094 68，869 
25~29歳 102，102 7.0 50，699 51， 403 
30~34歳 85，305 5.8 42，567 42，738 
35~39歳 92，061 6.3 45，202 46，869 
40~44歳 123，371 8.4 60，411 62，960 
45~49歳 105，007 7.2 50，302 54，705 
50~54歳 92，313 6.3 44，496 47，817 
55~59歳 87，940 6.0 42，633 45，307 
60~64歳 74，604 5.1 34，532 40，072 
65~69歳 57，165 3.9 22，932 34，233 
70~74歳 45，871 3.1 17，145 28，726 
75~79歳 40，458 2.8 15，340 25，118 
80~84歳 26，247 1.8 9，956 16，291 
85歳以上 15，218 1.0 4，932 10，286 
15歳未満 231， 463 15.8 118，775 112，688 
15~64歳 1， 037， 706 71.0 514，781 522，925 
65歳以上 184，959 12.7 70，305 114，654 
住 宅
住居の種類別世帯数・人員
項 目 世 帯 数 世帯人員
l世帯当たり
人員 室数 床面積
一般世帯 546， 157世帯 1， 433， 164人 2.62人 一室 -rrf 
住宅に住む一般世帯 529，692 1， 414， 545 2.67 4.10 65.6 
持ち家 274，664 900，581 3.28 5.47 91. 9 
公営・公団等の借家 37，768 105，568 2.80 3.40 46.5 
民営借家 196，330 356，318 1. 81 2.44 33.2 
給与借家 15，061 43，176 2.87 3.53 55.8 
間借世帯 5，869 8，902 1. 52 1.53 22.5 








60.10.1 92，382世帯 274，938人 134，644人 140，294人
2. 10. 1 99，395 280，276 136，995 143，281 
増加率 7.6% 1.9% 1. 7% 2.1% 
年齢 5歳 階級別人口
項 目 総数 構成比 男 女
総数 280，276人 100.0% 136，995人 143，281人
0'"'"' 4歳 15，946 5.7 8， 124 7，822 
5'"'"' 9歳 17，356 6.2 8，990 8，366 
10'"'"'14歳 19，495 7.0 9，980 9，515 
15'"'"'19歳 24，850 8.9 12，697 12，153 
20'"'"'24歳 24，457 8.7 12，422 12，035 
25'"'"'29歳 20，059 7.2 9，894 10，165 
30'"'"'34歳 17，561 6.3 8，708 8，853 
35'"'"'39歳 20，117 7.2 9，879 10，238 
40'"'"'4歳 26，058 9.3 12，887 13，171 
45'"'"'49歳 21， 107 7.5 10，384 10，723 
50'"'"'54歳 17，244 6.2 8，448 8，796 
5'"'"'59歳 15，567 5.6 7，715 7，852 
60'"'"'64歳 12，357 4.4 5，874 6，483 
65'"'"'69歳 8，861 3.2 3，552 5，309 
70'"'"'74歳 6，912 2.5 2，601 4，311 
75'"'"'79歳 5，607 2.0 2， 120 3，487 
80'"'"'84歳 3，620 1.3 1，364 2，256 
85歳以上 1，884 0.7 611 1， 273 
15歳未満 52，797 18.8 27，094 25，703 
15'"'"'64歳 199，377 71. 1 98，908 100，469 
65歳以上 26，884 9.6 10，248 16，636 
住 宅
住居の種類別世帯数・人員
項 目 世 帯 数 世帯人員
1世帯当たり
人員 室数 床面積
一般世帯 98， 572世帯 276，267人 2.80人 一室 d 
住宅に住む一般世帯 96，152 273，630 2.85 4.15 65.1 
持ち家 47，956 161， 744 3.37 5.39 90.4 
公営・公団等の借家 18，822 53，096 2.82 3.44 46.5 
民営借家 25，685 48，563 1. 89 2.50 33.9 
給与借家 3，190 9，342 2.93 3.46 50.7 
間借世帯 499 885 1.77 1. 74 27.5 
その他の一般世帯 2，420 2，637 1. 09 
出所:表 2と同じ。
京都市における公営住宅の役割 藤井 透 317 
考えてみたい。転出を考えなければ， 1985年の段階で，たとえば 0'"-'4歳であった人
は々， 1990年には 5'"-'9歳になるわけであるから， 90年で 5'"-'9歳人口 (768人)と
85年の 0'"-'4歳人口 (677人)を比較することが適当であろう。このようにして，ふ
たつの国勢調査を比較してみると，全体で，とくに目立っていたのが， 1990年で25'"-'
29歳人口が407人， 157.8%増，次に， 20'"-'24歳人口が208人， 68.4%増となっていた
ことである。男女別に見ても，男性では， 25'"-'29歳人口が， 293人， 193%増，次に20
'"-'24歳人口が， 107人， 77.7%増，であり，女性でも，同様に25'"-'29歳人口が214人，
135.4%増， 20'"-'24歳人口が101人， 60.8%増となっていた。大まかな比較ではあるが，
















いくことにしよう。 1985年でもっとも多い世帯は， 4人世帯 (479，34.8%)であり，
つづいて 3人世帯(369，26.8%)， 2人世帯 (293，21.3%)の順であった。それに
対して， 1990年では，全く同じ順位で643世帯， 28.3%， 552世帯， 24.4%， 500世帯，
22.1%となっており 4人世帯 3人世帯の占める割合が相対的に低くなっているこ
とがわかる。そしてここで，特につけ加えておかなければならないことは， 1985年で











































































1986 347 377 -30 
87 1，223 435 +788 
88 1，460 508 +952 
89 564 530 +34 
90 631 531 +100 
91 429 546 -117 
92 388 443 55 
93 367 458 -91 
94 426 623 197 
95 411 565 -154 
合計 6，246 5，016 
転入の内訳 転出の内訳
区内 他区 府内 他府県 区内 他区 府内 他府県
1986 182 83 27 55 I 1986 99 88 66 124 
87 511 521 98 93 87 103 87 91 154 
88 711 502 123 124 88 130 127 120 131 
89 288 155 47 74 89 141 139 127 123 I 
90 227 188 53 163 90 144 157 69 161 
91 185 136 54 54 91 181 75 171 119 
92 160 122 28 78 92 130 89 94 
93 148 113 48 58 93 149 117 82 110 
94 199 116 43 68 94 200 100 152 171 
95 177 103 52 79 95 186 92 167 120 





















































団地では， 15歳以上人口 (4，912人)のうち，非労働力人口は1， 971人であり，そのう





世帯数をみると， 1子供あり世帯J1， 145世帯のうち， 658世帯， 57.5%が「夫が就業
・妻が非就業」世帯であった。そして，子供の年齢を， 118歳以上J(144世帯)， 16 
歳から17歳J(442世帯)， 16歳以下J(559世帯)，と区分して夫婦の就業状態をみる





























占める割合も1.8ポイント落ちていた。「製造業」も同様(1， 774人減少， 1. 2ポイント










































































































100万円未満 44，210 870 
100-----200万円未満 66， 140 1，840 
200-----300 55，070 1，870 
300-----400 55，790 1， 710 
400-----500 57，810 1， 710 
500-----700 80，250 1，480 
700-----1000 66，640 350 
1000万円以上 50，270 50 
総 数 555，630 11， 130 
出所:総務庁統計局『平成 5年住宅統計調査報告京都府』より作成






































帯数をみると， 110年以上」が137件 (29.7%)，15年以上10年未満」が193件 (41.6
%)と，受給期間の長期化が目立つ。さらに，世帯人員別世帯数をみると，もっとも
多いのが 12人世帯J(156件)で34.0%，次に 11人世帯」と 13人世帯」が同数(105
件)で22.9%を占めていることが分かる。



















成 6 年版事業概要~ (195年 1月)18-20， 2頁，による。






























本稿の分析によって， I向島団地」の全人口のおよそ半数は， 1990年の時点で， 20 
歳代から団塊の世代までの比較的若年の夫婦と，小学校低学年以下の子供がひとりな
いしふたりからなる世帯によって構成されていたことがあきらかになった。これが同

































33) 1996年 4月の公募では，向島の市営住宅は，第一種 3DKタイプで， 30 ， 500円~47， 500円
の家賃となっている。京都市都市住環境局住宅部住宅管理課「平成 8年 4月市営住宅入居者
公募案内J3頁。
京都市における公営住宅の役割 藤井 透 331 
う34)。いずれにせよ，同団地住民の属性を考察することで，公営住宅とし、う居住の条
件が妻の就業(非就業)のあり方に何らかの影響を及ぼしているのではないかと考え
られる事実が発見できた。
とはし、っても，比較的若年の夫婦と子供から成る世帯が， I向島団地」居住世帯の
かなり代表的な形態であると描きだせたことは，このような世帯が低廉な家賃の公営
住宅に対して強いニーズがあることを示している点と言えよう。 1980年から87年まで
の第 8から第11街区の応募状況をみてもこの点は確認できる35)。全体の公募戸数1，
754戸に対して，申し込み者数は， 5，900世帯に上り，平均倍率は3.4倍を記録してい
た。とくに，低所得層を対象とする第二種の場合，公募戸数738戸に対して6.4倍とな
る4，716世帯が殺到していたので、ある。本稿の分析によって，応募した世帯の多くが
「民営借家」に居住していたと想像できるが，抽選にはずれた世帯はなおも高家賃の
「民営借家」に住まい続けなければならなかったこと，そしてそのような世帯が当時
で， 4，000世帯にも上っていたとし、う事実は，公営住宅に対するニーズが強く存在す
ることを意味するものといえよう。
さらに，補節で、ふれたとおり， I向島団地」が生活保護世帯の「居住の安定を図る」
役割を果している点は決して見落としてはならない点であろう。同団地の保護率は，
京都市の 8倍に相当する高さであった。そして，その内容をみると，同団地全体の居
住者の属性を反映して， I高齢世帯」は少なかったものの，京都市平均の2.5倍に達す
るほどの「母子世帯」が生活保護を受給しながら同団地で居住していた。このような
事実は，政令によって定められた人々の「居住の安定を図る」役割を公営住宅が果た
してきた証左といえよう。
第二節で、見たように， I向島団地」住民の半数以上が伏見区外からの転入者によっ
て構成されていることから，コミュニティーの形成という面からみると課題は残るか
もしれない36)。しかしこれは公営住宅それ自体に問題があるということではなかろ
う37)。むしろ，本稿で明らかにしたように，多数の低所得層と生活保護受給者の居住
34) ここでは，保育施設が不十分な現状では，幼児や小児をかかえた妻が雇用の場を得ょうと
すると，同居している親(しばしば実母)に子供の世話を託しているケースが多いことを念
頭にして論じている。しかしわたしが同居が望ましいとか，あるいは同居の親に子供の世
話を託したほうが良いと考えているわけではないという点はつけ加えておきたい。
35) 以下のデーターは，前掲『京都市公営住宅のあゆみ~ 92頁，から算出したものである。
36) 伏見福祉事務所の『事業概要』には「向島ニュータウンは管外からの転入者で構成されて
いるため，他の地区と比べて住民の連帯意識が希薄で，ニュータウン内の各種団体間の円滑
な関係を疎外する原因のーっとなっています」と，指摘されている。前掲，京都市伏見区福
祉事務所『事業概要~ 14頁。
37) 京都市でも，おおむね20戸以下の小規模な地域密着型の公営住宅として「コミュニティノ
332 併教大学総合研究所紀要第3号別冊成熟都市の条件
の安定に貢献している公営住宅の姿をリアルに評価すべきではないかと思われる。市
場家賃の導入を意図するこの度の公営住宅法の改正案が，公営住宅のリアルで、客観的
な評価に基づいて提出されているのかが，きびしく問われていよう。
(付記)
本論で、ふれた公営住宅法改正案は，本年 5月24日国会で可決，成立した。
¥公営住宅」を構想しているが，これがどのように実現されるのか今後を見守りたい。京都
市企画調整局活性化推進室計画課『新京都市基本計画J(1993年 3月)64-65頁。前掲， w京
都市いきいき定住21プランJ10頁。
